
特定原産地証明書の発給手続きについて

平成２９年６月２０日

大阪商工会議所 国際部
（日本商工会議所 大阪事務所）
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全国２５事務所
関西：大阪・京都・神戸事務所
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各協定の発効年月日

協定 発効年月日

日メキシコ協定 ２００５年 ４月 １日

日マレーシア協定 ２００６年 ７月 １３日

日チリ協定 ２００７年 ９月 ３日

日タイ協定 ２００７年 １１月 １日

日インドネシア協定 ２００８年 ７月 １日

日ブルネイ協定 ２００８年 ７月 ３１日

日アセアン協定 ２００８年 １２月 １日

日フィリピン協定 ２００８年 １２月 １１日

日スイス協定 ２００９年 ９月 １日

日ベトナム協定 ２００９年 １０月 １日

日インド協定 ２０１１年 ８月 １日

日ペルー協定 ２０１２年 ３月 １日

日オーストラリア協定 ２０１５年 １月 １５日

日モンゴル協定 ２０１６年 ６月 ７日
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日商HP
http://www.jcci.or.jp/
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企業登録の手順について
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「企業登録」をクリックしてください。
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署名を
肉筆で
記入
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原産品判定依頼
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資料の保存義務
３年又は５年
（協定による）
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「ログイン画面」を
クリックしてください。
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ご担当者様のご連絡先を
入力してください。

審査終了のメールを希望する場合は
選択してください。

クリック！
判定依頼完了



29

XXXXXXXX０４
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同意通知
（判定依頼者 ≠ 発給申請者）

①ここをクリック
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特定原産地証明書の発給申請
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必ずお読みください。



37



38



39



40



41



42



43



44



45

ＸＸＸＸＸＸ０４
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企業登録 原産性を
立証する
資料の作成

原産品判定 ※同意通知 発給申請

生産者

ご自身で判定依頼
する場合のみ

○ ◎

ご自身で判定依頼
する場合のみ

○

ご自身で判定依頼
する場合のみ

○
×

（日豪EPA除く）

輸出者 ◎
×

生産者から資料
の提供を受ける場

合のみ

○ ×
◎

生産者
且つ
輸出者

◎ ◎ ◎ × ◎
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※判定依頼者 ≠ 発給申請者の時に必要です

◎必須 ○場合に応じて必要 ×不要
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①現金・窓口
③振込・窓口
の方
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②振込・郵送／③振込・窓口の方は

経理関連情報から事前振込等連絡票
をダウンロードして下さい。
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特定原産地証明書の手数料

手数料：基本料２，０００円＋加算額＠５００円×産品数
☆同じ産品の使用回数が２１回目から加算額は５０円

支払方法と受け取り方法

①現金・窓口 → 引換書＋手数料
②振込・郵送 → 手数料は事前振込、郵送料は代引
③振込・窓口 → 手数料は事前振込＋引換書
②＆③は事前振込等連絡票を日本商工会議所国際部にFAX

※一定要件を満たす場合は「後日払い」もご利用いただけます。
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関連URL

日本商工会議所
「EPAに基づく特定原産地証明書発給事業」
http://www.jcci.or.jp/international/certificates-of-origin/
「特定原産地証明書発給申請マニュアル」
http://www.jcci.or.jp/gensanchi/epa_manual.html

経済産業省
「原産性を判断するための基本的考え方と整えるべき保存
書類の例示」
http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control
/boekikanri/download/gensanchi/roo_guideline.pdf


